
平成 13年 12月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 1月 31日

上   場   会   社   名    日置電機株式会社 上場取引所 東証二部

コード番号    6866 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役総務部長 長野県

　　　　　　  氏　　        名　　　　宮下　富義 TEL (0268) 28 - 0555
決算取締役会開催日　　平成 14年 1月 31日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 3月 15日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　100株）

１. 13年 12月期の業績（平成 13年 1月 1日 ～ 平成 13年 12月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 12月期 10,645 1.4 821 △ 11.3 861 △ 7.6

12年 12月期 10,494 15.6 926 94.1 931 81.2

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年 12月期 215 △ 36.1 17.61 - 2.1 7.1 8.1

12年 12月期 337 50.6 27.45 - 3.4 8.1 8.9

(注)①期中平均株式数 13年 12月期    12,261,693 株　　　12年 12月期    12,310,723 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年 12月期 12.00 0.00 12.00 147 68.1 1.5

12年 12月期 15.00 0.00 15.00 183 54.4 1.8

（注）13年 12月期期末配当金の内訳　　　記念配当　2 円 00 銭 、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 12月期 12,080 10,057 83.3 820.25

12年 12月期 11,611 10,054 86.6 819.81

（注）①期末発行済株式数　13年 12月期       12,261,076　株　　　12年 12月期       12,264,223株

　　　②期末自己株式数　　　13年12月期　　　　　　　3,147　株

２. 14年 12月期の業績予想（ 平成 14年 1月 1日  ～  平成 14年 12月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 5,150 360 175 0.00 － －

通　　期 10,300 741 384 － 10.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   31 円 32 銭 
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10．個別財務諸表等 
 

（1）貸借対照表 
 

（単位：千円） 

当 期 前 期 増 減 
（平成13年12月31日現在） （平成12年12月31日現在） （△印減） 

期別 
 
科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金  額 
     %  %  
（資産の部）        
流 動 資 産   4,733,348 39.2 4,378,841 37.7 354,507 
 現 金 及 び 預 金  1,899,383  899,132  1,000,250 
 受 取 手 形  212,453  318,480  △106,027 
 売 掛 金  1,278,903  1,513,260  △234,356 
 製 品  161,717  254,924  △93,206 
 原 材 料  563,871  672,612  △108,740 
 仕 掛 品  503,463  574,810  △71,347 
 貯 蔵 品  7,744  7,290  453 
 前 払 費 用  23,009  17,931  5,077 
 未 収 入 金  20,753  13,276  7,477 
 繰 延 税 金 資 産  48,116  32,711  15,404 
 そ の 他  19,914  83,609  △63,695 
 貸 倒 引 当 金  △5,982  △ 9,202  3,219 
        
固 定 資 産   7,346,687 60.8 7,232,324 62.3 114,363 
 有形固定資産  5,776,711 47.8 5,943,815 51.2 △167,104 
  建 物  2,977,475  3,108,625  △131,150 
  構 築 物  316,297  346,478  △30,180 
  機 械 装 置  228,611  228,836  △225 
  車 輌 運 搬 具  30,320  30,905  △584 
  工具器具及び備品  664,438  669,402  △4,963 
  土 地  1,559,567  1,559,567  － 
         
 無形固定資産  107,826 0.9 91,915 0.8 15,911 
  ソフトウェア  104,794  88,883  15,911 
  電 話 加 入 権  3,032  3,032  － 
         
 投資その他の資産  1,462,149 12.1 1,196,593 10.3 265,556 
  投資有価証券  338,598  333,717  4,881 
  関係会社株式  216,323  216,323  － 
  出 資 金  2,063  2,063  － 
  長 期 貸 付 金  41,850  61,650  △19,800 
  関係会社貸付金  229,587  188,061  41,525 
  長期前払費用  －  －  － 
  敷 金 保 証 金  72,378  52,611  19,766 
  会 員 権  126,912  147,912  △21,000 
  役員退職積立金  163,240  145,240  18,000 
  繰延税金資産  254,679  32,832  221,847 
  そ の 他  17,435  17,435  － 
  貸 倒 引 当 金  △919  △ 1,255  335 
         
資 産 合 計 12,080,036 100.0 11,611,166 100.0 468,870 
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（単位：千円） 

当 期 前 期 増 減 
（平成13年12月31日現在） （平成12年12月31日現在） （△印減） 

期別 
 
科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金  額 
     %  %  
（負債の部）        
流 動 負 債   900,838 7.5 886,887 7.6 13,951 
 買 掛 金  267,040  358,867  △91,827 
 一年内返済予定長期借入金 18,845  18,845  － 
 未 払 金  4,695  12,360  △7,664 
 未 払 法 人 税 等  202,821  154,982  47,839 
 未 払 消 費 税 等  80,745  23,914  56,830 
 未 払 費 用  113,899  130,620  △16,721 
 預 り 金  18,726  18,182  543 
 賞 与 引 当 金  144,082  144,736  △654 
 そ の 他  49,982  24,377  25,605 
        
        
固 定 負 債   1,121,990 9.3 669,910 5.8 452,079 
 長 期 借 入 金  37,690  56,535  △18,845 
 退 職 給 与 引 当 金  －  597,832  △597,832 
 退 職 給 付 引 当 金  633,458  －  633,458 
 役員退職慰労引当金  430,600  －  430,600 
 そ の 他  20,241  15,543  4,698 
         
         
負 債 合 計 2,022,829 16.7 1,556,797 13.4 466,031 

         
（ 資本の部）        
資 本 金   2,842,890 23.5 2,842,890 24.5 － 
法 定 準 備 金   3,985,906 33.0 3,963,906 34.1 22,000 
資 本 準 備 金  3,480,906  3,480,906  － 
利 益 準 備 金  505,000  483,000  22,000 

剰 余 金   3,231,210 26.7 3,247,570 28.0 △16,360 
買換資産圧縮積立金  14,894  17,467  △2,572 
別 途 積 立 金  1,800,000  1,800,000  － 
当 期 未 処 分 利 益  1,416,316  1,430,103  △13,787 
（うち当期利益）  (215,976)  (337,899)  △121,922 
        

自 己 株 式   △2,800 0.0 －  △2,800 
        

資 本 合 計 10,057,207 83.3 10,054,368 86.6 2,839 
負 債 ・ 資 本 合 計 12,080,036 100.0 11,611,166 100.0 468,870 
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（2）損益計算書 
（単位：千円） 

当 期 前 期 増 減 
（自 平成13年 １月 １日 
至 平成13年12月31日） 

（自 平成12年 １月 １日 
至 平成12年12月31日） 

（△印減） 

期別 
 
科目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金  額 増減率 
      %  %  % 

売 上 高 10,645,372 100.0 10,494,659 100.0 150,713 1.4 
売 上 原 価 6,897,784 64.8 6,780,522 64.6 117,261  
販売費及び一般管理費 2,925,736 27.5 2,787,532 26.6 138,203  

営
業
損
益
の
部 営 業 利 益 821,852 7.7 926,604 8.8 △104,751 △11.3 

営 業 外 収 益 126,422 1.2 96,765 0.9 29,656  
受 取 利 息 5,273  3,394  1,878  
受 取 家 賃 10,138  9,862  276  
受 取 賃 貸 料 2,400  4,000  △1,600  
受 取 手 数 料 5,135  35,104  △29,968  
雇用調整助成金 －  12,205  △12,205  
為 替 差 益 47,811  0  47,811  
雑 収 入 55,663  32,199  23,464  
営 業 外 費 用 87,226 0.8 91,527 0.9 △4,300  
支 払 利 息 2,765  2,661  103  
売 上 割 引 83,583  83,719  △135  
雑 損 失 877  5,146  △4,269  

経 

常 

損 

益 

の 

部 
 

営
業
外
損
益
の
部 

経 常 利 益 861,048 8.1 931,842 8.9 △70,794 △7.6 
特 別 利 益 13,937 0.1 2,456 0.0 11,481  
貸倒引当金戻入益 3,554  2,455  1,099  
固 定 資産売却益 293  －  293  
投資有価証券売却益 －  1  △1  
過年度損益修正益 10,089  －  10,089  
特 別 損 失 471,611 4.4 318,377 3.0 153,233  
固 定資産売却損 433  12,710  △12,277  
固 定資産処分損 9,159  5,676  3,482  
投資有価証券売却損 －  7,093  △7,093  
投資有価証券評価損 16,618  151,790  △135,171  
会 員 権 売 却 損 －  88,650  △88,650  
会 員 権 償 却 損 －  52,455  △52,455  
会 員 権 評 価 損 21,000  －  21,000  

特
別
損
益
の
部 

過年度役員退職慰労引当金繰入 424,400  －  424,400  
税 引 前 当 期 純 利 益 403,374 3.8 615,921 5.9 △212,546 △34.5 
法人税、住民税及び事業税 424,649 4.0 281,572 2.7 143,077  
法 人 税 等 調 整 額 △237,252 △2.2 △ 3,551 0.0 △233,701  
当 期 純 利 益 215,976 2.0 337,899 3.2 △121,922 △36.1 
前 期 繰 越 利 益 1,200,339  1,122,924  77,414  
過 年 度 税 効 果 調 整 額 －  61,992  △61,992  
税効果会計適用に伴う 
買換資産圧縮積立金取崩高 

－  12,375  △12,375  

自 己 株 式 消 却 額 －  105,089  △105,089  
当 期 未 処 分 利 益 1,416,316  1,430,103  △13,787  
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（3）利益処分案 
（単位：千円） 

当 期 前 期 
（自 平成13年 １月 １日 
 至 平成13年12月31日） 

（自 平成12年 １月 １日 
 至 平成12年12月31日） 

期別 
 
科目 

金 額 金 額 

増 減 

          

当 期 未 処 分 利 益  1,416,316  1,430,103 △13,787 

買換資産圧縮積立金取崩額  2,162  2,572 △410 

合 計  1,418,478  1,432,676 △14,198 

        

これを次の通り処分いたします｡      

        

利 益 準 備 金  －  22,000 △22,000 

利 益 配 当 金  147,132  183,937 △36,804 

1 株につき  1 株につき   

普通配当 10 円 00 銭 普通配当 10円 00銭   

記念配当 2 円 00 銭 記念配当 5 円 00 銭  

取 締 役 賞 与  24,000  24,000 － 

監 査 役 賞 与  2,400  2,400 － 

      

合 計  173,532  232,337 △58,804 

      

次 期 繰 越 利 益  1,244,945  1,200,339 44,606 

（注）記念配当は東証 2部上場の記念配当であります｡ 
 
 
重要な会計方針 
 
1．資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券    

 子会社株式 ･･･････････････････ 移動平均法による原価法 
 その他有価証券   
  時価のあるもの ･･･････････････････ 移動平均法による原価法 
     
  時価のないもの ･･･････････････････ 移動平均法による原価法 
     
② たな卸資産   

  製品、原材料、仕掛品 ･･･････････････････ 移動平均法による原価法 
  貯蔵品 ･･････････････････････････････・ 総平均法による原価法 
 
2．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ････････ 定率法、ただし厚生施設（宿泊施設、グランド付帯設備等）
については定額法によっております。 

    
無形固定資産 ････････ 定額法、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 
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3．引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 ･･･････ 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 ･･･････ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額に基づき計上しています。 

③ 退職給付引当金 ･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（1,312,295 千円）については、
15 年による按分額を費用処理しております。 

④ 役員退職慰労引当金 ･･････ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく
期末要支給額を計上しております。 

   
（会計処理の変更） 

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当期より当社内規に基
づく期末要支給額を「役員退職慰労引当金」として計上する方法に変更いたしました。この変
更は、役員退職慰労金内規の整備、改訂を行ったことを機に、役員の在任期間の長期化により
役員退職慰労金の支出額の増加が予想されること及び役員退職慰労引当金の計上が会計慣行と
して定着しつつあることを踏まえ、役員退職慰労金を在任する各期に合理的に配分し、期間損
益の適正化を図るために行ったものであります。 
この変更に伴い、当期発生額6,200千円は販売費及び一般管理費に、また、過年度相当額424,400
千円を特別損失に計上した結果、従来の方法と比べ、営業利益及び経常利益は 6,200 千円少な
く、税引前当期純利益は 430,600 千円少なく計上されております。 
 

4．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 
 

5．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

6．消費税等の会計処理 ････････････････ 税抜方式を採用しております。 
 

 
（追加情報） 

1．退職給付会計 
当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較
して、退職給付費用が 34,577 千円増加し、経常利益及び税引前当期純利益は 32,639 千円減少し
ております。また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
 

2．金融商品会計 
当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価基準及び評価方法（その他有価証券で時
価のあるものについては移動平均法による低価法（洗い替え方式）から移動平均法による原価法）、
貸倒引当金の計上基準（一般債権については法定繰入率から実績繰入率）について変更し、ゴル
フ会員権については減損処理を行っております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
経常利益は 93,760 千円増加し、税引前当期純利益は 72,760 千円増加しております。 
また、当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価を行っており
ません。なお、平成 12 年大蔵省令第 11号附則第 3項によるその他有価証券に係る貸借対照表計
上額等は、次の通りであります。 
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貸借対照表計上額 294,099 千円 
時価 200,338 千円 
その他有価証券評価差額金相当額 △54,878 千円 
繰延税金資産相当額 38,881 千円 

 
3．外貨建取引等会計基準 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計基準の改訂に関する意見書」
（企業会計審議会平成 11年 10月 22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった
場合と比較して、経常利益及び税引前当期純利益は 41,525 千円増加しております。 
 

4．自己株式 
前期まで資産の部に表示していた「自己株式」は、「財務諸表等規則」の改正により、当期から
資本の部の控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 

 
注記事項 
（貸借対照表関係） 
   当 期   前 期  
   （千円）  （千円） 
1．有形固定資産の減価償却累計額  7,277,502   6,935,857 
      
2．自己株式   2,800  1,673 
      
3．担保に供している資産      
 建 物  2,184,151   2,292,689 
 機 械 及 び 装 置  228,611   228,836 
 工具器具及び備品  664,438   669,402 
 土 地  1,043,749   1,043,749 
 計  4,120,951   4,234,678 
       
4．保証債務       
  従業員銀行借入に対する保証  86,367   87,005 
      
5．自己株式消却     105,089 
   － 株 134,000 株 
      
（損益計算書関係）      
   当 期  前 期 
   （千円）  （千円） 
1．関係会社との取引      
 売 上 高  221,790   179,535 
 外 注 加 工 費  132,493   97,991 
 販売費及び一般管理費  116,646   103,208 
 受 取 手 数 料  5,100   35,084 
 受 取 家 賃  1,800   1,800 
 受 取 利 息  2,854   1,031 
      
2．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額     
      
 広 告 宣 伝 費  165,691  139,639 
 荷 造 運 搬 費  99,946  97,519 
 役 員 報 酬  124,175  121,719 
 給 与 手 当  947,949  975,825 
 賞与引当金繰入額  45,594  47,689 
 退職給与引当繰入額  －  13,157 
 退職給付引当繰入額  99,289  － 
 旅 費 交 通 費  98,116  87,874 
 減 価 償 却 費  203,793  185,698 
 研 究 開 発 費  249,073  240,485 
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 販売費に属する費用の割合  58％  57％ 
 一般管理費に属する費用の割合  42％  43％ 
3．研究開発費の総額      
一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 1,308,468   1,279,381 

      
      
4．固定資産売却益の内訳 車 輌 運 搬 具  293  － 
      
      
5．固定資産売却損の内訳 車 輌 運 搬 具  433   398 
 工 具 器 具 備 品  －   －  
 土 地  －   12,312 
 計  433   12,710 
      
      
6．固定資産の処分損の内訳 機 械 及 び 装 置  279  －  
 車 輌 運 搬 具  690  645 
 工 具 器 具 備 品  8,188  5,031 
 長 期 前 払 費 用  －   －  
 計  9,159  5,676 
 
（リース取引関係） 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められる物以外のファイナンス･リース取引 
 
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
   当 期  前 期 
   （千円）  （千円） 

  （工具器具及び備品）  （工具器具及び備品） 
 取 得 価 額 相 当 額   14,659   15,465  
 減価償却累計額相当額   11,819   9,518  
 期 末 残 高 相 当 額   2,840   5,947  

        
（2）未経過リース料期末残高相当額       
 1 年 内  1,165   3,093  
 1 年 超  1,675   2,854  
 合 計  2,840   5,947  
        
（3）支払リース料及び減価償却費相当額       

 支 払 リ ー ス 料   2,563   3,093  
 減 価 償 却 費 相 当 額   2,563   3,093  

 
（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 
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（税効果会計関係） 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11．役員の異動 
 
該当事項はありません｡ 
 

   当 期  前 期 
   （千円）  （千円）
繰延税金資産       
 賞与引当金繰入超過  29,874   20,006  
 未 払 事 業 税  17,860   12,323  
 新規取得土地負債利子  381   381  
 退職給付引当金繰入超過  76,426   43,384  
 役員退職慰労引当金繰入  178,565   －  
 会 員 権 評 価 損  8,708   －  
繰延税金資産合計  311,817   76,096  
        
繰延税金負債       
 買換資産圧縮積立金  △9,020   △10,552  
繰延税金負債合計  △9,020   △10,552  
        
繰延税金資産の純額  302,796   65,544  


